
訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）
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法令の理解 備考

基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限
度の基準を定めたもの

指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を
満たさない場合には、指定居宅サービスの指定又は更新は受けられない

運営開始後、基準に違反することが明らかになった場合には、都道府県等は、
期間を定めての改善勧告、命令（事業所名の公表を伴う）を行うことができる

命令に従わない場合には、都道府県等は、当該指定を取り消すこと、又は取消
しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止するこ
とができる

居宅サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致することを前提に自
由に事業への参入を認めていること等にかんがみ、基準違反に対しては、厳正
に対応すべき

【訪問介護】　運営基準等（2022年5月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（準用規定もあるため一部サービス名が異なっている場合があります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。本チェックリストをきっかけ
に、原典にもあたって頂き、必要に応じて指定権者や保険者等に確認をするようにして下さい。

【総則】　第1条　基準の性格

ただし、次に掲げる場合には、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若し
くは一部の効力を停止することができる

①自己の利益を図るために基準に違反したとき
イ　指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に
受けなかったとき
ロ　居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業
者によるサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益
を供与したとき
②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき
③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき
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事業者の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとする

地域の実情等を踏まえ、サービス提供体制の面的な整備、効率的な事業実施
の観点から本体の事業所とは別にサービス提供等を行う出張所等であって、
次の要件を満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業
所」に含めて指定することができる

サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の本体事業所が訪問
看護事業所として指定を受けている場合であって、当該サテライト指定看護小
規模多機能型居宅介護事業所が指定訪問看護を行うものとして①～⑤を満た
す場合には、本体事業所の指定訪問看護事業所に含めて指定できる

この取扱いについては、同一法人にのみ認められる

【総則】　第2条　総論　2　用語の定義

(１)　「常勤換算方法」
当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が
勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除するこ
とにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法
をいう

【総則】　第2　総論　１　事業者指定の単位

①利用申込みに係る調整、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指導
等が一体的に行われること。
②職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に随
時、主たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制（例えば、
当該出張所等の従業者が急病等でサービスの提供ができなくなった場合に、
主たる事業所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。
③苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。
④事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運
営規程が定められること。
⑤人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われる
こと。

勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務
時間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重
複して受ける場合であって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務す
る場合、訪問介護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間
だけを算入することとなる
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「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」が講じられている場
合、30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が
勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。

(２)　「勤務延時間数」
勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係
るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明
確に位置付けられている時間の合計数とする。

なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当
該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とする

(３)　「常勤」
当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の
従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に
達していることをいう

＜常勤換算方法により算定される従業者の休暇等の取扱い＞
常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また休暇を取った場合
に、その出張や休暇に係る時間は勤務時間としてカウントするのか。
14.3.28 事務連絡 運営基準等に係るQ&A ／Ⅰ

（前略）非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」）の時間は、サービス提
供に従事する時間とはいえないので、常勤換算する場合の勤務延時間数には
含めない。
なお、常勤の従業者の休暇等の期間についてはその期間が暦月で1月を超え
るものでない限り、常勤の従業者として勤務したものとして取り扱うものとする。

（改）母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の
措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業
所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30
時間として取り扱うことを可能とする。

同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該
事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものに
ついては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時
間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。
例）一の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事
業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支
援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に
達していれば、常勤要件を満たす

（改）人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が産前産後休
業、介護休業、育児休業等を取得中の期間において、当該人員基準において
求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換
算することにより、人員基準を満たすことが可能
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(４)　「専ら従事する」「専ら提供に当たる」
原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しな
いことをいう

サービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間（指定
通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの
提供時間）をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない

（改）＜人員配置基準における両立支援＞
人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産
前産後休業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数
の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認めるとあ
るが、「同等の資質を有する」かについてどのように判断するのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について  ／1

＜常勤の計算＞
・育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法
による介護の短時間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理
措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合についても、30時間以上の勤
務で、常勤扱いとする。

＜常勤換算の計算＞
・職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置として
の勤務時間の短縮等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算上も
１と扱う。※ 平成27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27年４月１日）問２
は削除する。

＜同等の資質を有する者の特例＞
・「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児
休業に準ずる休業、母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等
の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満
たすことを認める。
・なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満
たしていた、勤続年数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件
として定められた資質を満たすことである。

ただし、指定通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、あらかじめ
計画された勤務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一職種の従業者
と交代する場合には、それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以
外の職務に従事しないことをもって足りる

指定通所リハビリテーション（１時間以上２時間未満に限る）又は指定介護予防
通所リハビリテーションが、保険医療機関において医療保険の脳血管疾患等リ
ハビリテーション料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器リハビリテーショ
ン料又は呼吸器リハビリテーション料のいずれかを算定すべきリハビリテーショ
ンが同じ訓練室で実施されている場合に限り、専ら当該指定通所リハビリテー
ション又は指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士は、医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション
料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又は呼吸器
リハビリテーション料のいずれかを算定すべきリハビリテーションに従事して差
し支えない。
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ただし、短期入所生活介護及び特定施設入居者生活介護については、これら
により難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者数を
推定するものとする。

②　新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者又は施設にお
いては、新設又は増床分のベッドに関しては、前年度において１年未満の実績
しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の利用者数等は、新設
又は増床の時点から６月未満の間は、便宜上、ベッド数の90％を利用者数等と
し、新設又は増床の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全
利用者等の延数を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点か
ら１年以上経過している場合は、直近１年間における全利用者等の延数を１年
間の日数で除して得た数とする。また、減床の場合には、減床後の実績が３月
以上あるときは、減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数とする。

【総則】　第2条　総論3　指定居宅サービスと指定介護予防サービス等の一体的運営等

当該従事者が指定通所リハビリテーション又は指定介護予防通所リハビリテー
ションに従事していない時間帯については、基準第111条第１項第２号又は第２
項の従事者の員数（※人員基準）及び厚生労働大臣が定める基準（平成27年
厚生労働省告示第95号）の第24号の３の従業者の合計数（※リハビリテーショ
ン提供体制加算の基準）に含めない

(５)　「前年度の平均値」
①当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日をもって終わる年度
とする。以下同じ。）の平均を用いる。この場合、利用者数等の平均は、前年度
の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利
用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げる

指定介護予防サービス等又は基準該当介護予防サービス等に該当する各事
業者の指定を併せて受け、かつ、指定居宅サービス又は基準該当居宅サービ
スの各事業と指定介護予防サービス等又は基準該当介護予防サービス等の
各事業とが同じ事業所で一体的に運営されている場合については、介護予防
における各基準を満たすことによって、基準を満たしているとみなすことができ
る

例えば、訪問介護においては、指定居宅サービスにおいても、第一号訪問事業
（指定介護予防訪問介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。以
下同じ。）においても、訪問介護員等を常勤換算方法で2.5人以上配置しなけれ
ばならないとされているが、同じ事業所で一体的に運営している場合には、合
わせて常勤換算方法で５人以上を置かなければならないという趣旨ではなく、
常勤換算方法で2.5人以上配置していることで、指定居宅サービスに該当する
訪問介護も、第一号訪問事業も、双方の基準を満たすこととするという趣旨で
ある。
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なお、居宅サービスと介護予防サービスを同一の拠点において運営されている
場合であっても、完全に体制を分離して行われており一体的に運営されている
とは評価されない場合にあっては、人員についても設備、備品についてもそれ
ぞれが独立して基準を満たす必要がある

また、例えば、指定居宅サービスと緩和した基準による第一号訪問事業等を一
体的に運営する場合には、緩和した基準による第一号訪問事業等について
は、市町村がサービス内容等に応じて基準を定められるが、例えば、サービス
提供責任者であれば、要介護者数で介護給付の基準を満たす必要がある

指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者
の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない

指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たって
は、地域との結び付きを重視し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、他の居
宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者
との連携に努めなければならない

（改）指定居宅サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた
め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等
の措置を講じなければならない（※3年間は努力義務）

（改）指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを提供するに当たって
は、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等関連情報その他必要な
情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない

（改）指定居宅サービスの提供に当たっては、法第 118 条の２第１項に規定す
る介護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推
進することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならない

（改）この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term care
Information system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバッ
ク情報を活用することが望ましい

設備、備品についても同様であり、例えば、定員30人の指定通所介護事業所
においては、機能訓練室の広さは30人×３㎡＝90㎡を確保する必要がある
が、この30人に第一号通所事業（指定介護予防通所介護に相当するものとして
市町村が定めるものに限る。以下同じ。）の利用者も含めて通算することによ
り、要介護者15人、要支援者15人であっても、あるいは要介護者20人、要支援
者10人の場合であっても、合計で90㎡が確保されていれば、基準を満たすこと
とするという趣旨である。

【総則】　第3条　指定居宅サービスの事業の一般原則
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【雑則】　電磁的記録等

作成、保存その他これらに類するもののうち、この省令の規定において書面
（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知
覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう）
で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当
該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって
は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情
報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」とい
う。）のうち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想
定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、
電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識すること
ができない方法をいう。）によることができる。

電磁的記録について

居宅基準第217条第１項及び予防基準第293条第１項は、指定居宅サービス事
業者及び指定居宅サービスの提供に当たる者等（以下「事業者等」という。）の
書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等は、この省令で規定す
る書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的
記録により行うことができることとしたものである。

(１)　電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ
たファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によるこ
と。

(２)　電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。

①　作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

②　書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記
録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス
ク等をもって調製するファイルにより保存する方法

(３)　その他、居宅基準第217条第１項及び予防基準第293条第１項において電
磁的記録により行うことができるとされているものは、(１)及び(２)に準じた方法
によること。

(４)　また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン
ス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を
遵守すること。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定居宅サービスに該当する訪問介護（以下「指定訪問介護」という。）の事業
は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅に
おいて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入
浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行うものでなけれ
ばならない。

電磁的方法について

居宅基準第217条第２項及び予防基準第293条第２項は、利用者及びその家族
等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者等の業務負担軽減
等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されている又は想定される
交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものをいう。）につ
いて、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によることが
できることとしたものである。

(１)　電磁的方法による交付は、居宅基準第８条第２項から第６項まで及び予防
基準第49条の２第２項から第６項までの規定に準じた方法によること。

(２)　電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意
思表示をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年
６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。

(３)　電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確に
する観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用す
ることが望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・
法務省・経済産業省）」を参考にすること。

(４)　その他、居宅基準第217条第２項及び予防基準第293条第２項において電
磁的方法によることができるとされているものは、(１)から(３)までに準じた方法
によること。ただし、居宅基準若しくは予防基準又はこの通知の規定により電磁
的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこと。

(５)　また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医
療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及
び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守
すること。

【基本方針】
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

事業所ごとに置くべき訪問介護員等（指定訪問介護の提供に当たる介護福祉
士又は法第八条第二項に規定する政令で定める者をいう。以下この節から第
四節までにおいて同じ。）の員数は、常勤換算方法で、二・五以上とする。

訪問介護員等の員数については、常勤換算方法で2.5人以上と定められたが、
これについては、職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として定められた
ものであり、各地域におけるサービス利用の状況や利用者数及び指定訪問介
護の事業の業務量を考慮し、適切な員数の職員を確保するものとする。

【人員に関する基準】　訪問介護員等の員数

（法第八条第二項の政令で定める者）
第三条　法第八条第二項の政令で定める者は、次に掲げる者とする。
一　次のイ又はロに掲げる研修の課程を修了し、それぞれ当該イ又はロに定め
る者から当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者（以下この条にお
いて「養成研修修了者」という。）
イ　都道府県知事の行う介護員の養成に関する研修　当該都道府県知事
ロ　都道府県知事が指定する者（以下この条において「介護員養成研修事業
者」という。）の行う研修であって厚生労働省令で定める基準に適合するものと
して都道府県知事の指定を受けたもの（以下この条において「介護員養成研
修」という。）　当該介護員養成研修事業者

※下表参照（愛知県ホームページより）

19.10.25 事務連絡 介護保険最新情報　vol.22 介護保険法に基づく指定訪問介
護事業所が障害者自立支援法に基づく居宅介護を行う場合の取扱い　より

訪問介護員等の常勤換算に当たっては、本来、介護保険の被保険者に対する
サービスに従事した時間のみを算入すべきであるが、指定訪問介護事業所が
指定居宅介護を提供する場合にあっては、介護保険の被保険者に対してサー
ビスを提供し、なお、人員に余力がある場合に限り、指定居宅介護に従事した
時間も算入しても差し支えない。

指定訪問介護事業者が第二項に規定する第一号訪問事業に係る指定事業者
の指定を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第一号訪問事業とが
同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町村の定
める当該第一号訪問事業の人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に
規定する基準を満たしているものとみなすことができる。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

出張所等があるときは、常勤換算を行う際の事業所の訪問介護員等の勤務延
時間数には、出張所等における勤務延時間数も含めるものとする。

勤務日及び勤務時間が不定期な訪問介護員等（以下「登録訪問介護員等」と
いう。）についての勤務延時間数の算定については、次のとおりの取扱いとす
る。

イ　登録訪問介護員等によるサービス提供の実績がある事業所については、
登録訪問介護員等１人当たりの勤務時間数は、当該事業所の登録訪問介護
員等の前年度の週当たりの平均稼働時間（サービス提供時間及び移動時間を
いう。）とすること。

ロ　登録訪問介護員等によるサービス提供の実績がない事業所又は極めて短
期の実績しかない等のためイの方法によって勤務延時間数の算定を行うこと
が適当でないと認められる事業所については、当該登録訪問介護員等が確実
に稼働できるものとして勤務表に明記されている時間のみを勤務延時間数に
算入すること。なお、この場合においても、勤務表上の勤務時間数は、サービ
ス提供の実績に即したものでなければならないため、勤務表上の勤務時間と
実態が乖離していると認められる場合には、勤務表上の勤務時間の適正化の
指導の対象となるものであること。

訪問介護労働者の法定労働条件の確保について（老振発第0827001号平成16
年８月27日）より

労働時間及びその把握

訪問介護事業においては、非定型的パートタイムヘルパー等が訪問介護の業
務に直接従事する時間以外の時間を労働時間としていないものが認められる
ところであるが、訪問介護労働者の移動時間や業務報告書等の作成時間など
について、以下のアからエにより労働時間に該当する場合には、適正にこれを
把握する必要があること（法第32条）。

ア　移動時間
移動時間とは、事業場、集合場所、利用者宅の相互間を移動する時間をいい、
この移動時間については、使用者が、業務に従事するために必要な移動を命
じ、当該時間の自由利用が労働者に保障されていないと認められる場合には、
労働時間に該当するものであること。
具体的には、使用者の指揮監督の実態により判断するものであり、例えば、訪
問介護の業務に従事するため、事業場から利用者宅への移動に要した時間や
一の利用者宅から次の利用者宅への移動時間であって、その時間が通常の
移動に要する時間程度である場合には労働時間に該当するものと考えられる
こと。

イ　業務報告書等の作成時間
業務報告書等を作成する時間については、その作成が介護保険制度や業務
規定等により業務上義務付けられているものであって、使用者の指揮監督に
基づき、事業場や利用者宅等において作成している場合には、労働時間に該
当するものであること。

ウ　待機時間
待機時間については、使用者が急な需要等に対応するため事業場等において
待機を命じ、当該時間の自由利用が労働者に保障されていないと認められる
場合には、労働時間に該当するものであること。

エ　研修時間
研修時間については、使用者の明示的な指示に基づいて行われる場合は、労
働時間であること。また、研修を受講しないことに対する就業規則上の制裁等
の不利益な取扱いがある場合や研修内容と業務との関連性が強く、それに参
加しないことにより、本人の業務に具体的に支障が生ずるなど実質的に使用者
から出席の強制があると認められる場合などは、たとえ使用者の明示的な指
示がなくとも労働時間に該当するものであること。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

これについては、指定訪問介護事業所ごとに最小限必要な員数として定められ
たものであり、１人のサービス提供責任者が担当する利用者の数の上限を定
めたものではないことに留意するとともに、業務の実態に応じて必要な員数を
配置するものとする。

利用者の数については、前３月の平均値を用いる。この場合、前３月の平均値
は、暦月ごとの実利用者の数を合算し、３で除して得た数とする。なお、新たに
事業を開始し、又は再開した事業所においては、適切な方法により利用者の数
を推定するものとする。

当該指定訪問介護事業所が提供する指定訪問介護のうち、通院等乗降介助
に該当するもののみを利用した者の当該月における利用者の数については、
0.1人として計算すること。

サービス提供責任者として配置することができる非常勤職員については、当該
事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の訪問
介護員等が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）
の２分の１以上に達している者でなければならない。

管理者がサービス提供責任者を兼務することは差し支えないこと。

指定訪問介護事業所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利用者（訪問介護と
第一号訪問事業を一体的に運営されている場合は、両方）の数が四十又はそ
の端数を増すごとに一人以上の者をサービス提供責任者としなければならな
い。この場合において、当該サービス提供責任者の員数については、利用者の
数に応じて常勤換算方法によることができる。

【人員に関する基準】　サービス提供責任者

サービス提供責任者については、訪問介護員等のうち、介護福祉士又は厚生
労働大臣が定めるサービス提供責任者（平成24年厚生労働省告示第118号）
各号に定める者であって、原則として常勤のものから選任するものとされたが、
その具体的取扱は次のとおりとする。なお、１級課程については、看護師等の
資格を有する者の場合、全科目を免除することが可能とされていたこと。

イ　専ら指定訪問介護の職務に従事する者であること。

ロ　イにかかわらず、同一敷地内にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することがで
きること。この場合、それぞれの職務については、第１の２の(３)にいう、同時並
行的に行われることが差し支えないと考えられるものであることから、当該者に
ついてはそれぞれの事業所における常勤要件を満たすものであること。

厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者
一　社会福祉士及び介護福祉士法第四十条第二項第二号の指定を受けた学
校又は養成施設において一月以上介護福祉士として必要な知識及び技能を習
得した者
二　介護職員基礎研修課程又は一級課程を修了した者
三　指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準第五
条第二項に規定するサービス提供責任者(共生型訪問介護の提供に当たる者
に限る。)
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

＜サービス提供責任者の兼務＞

指定訪問介護事業所が指定居宅介護事業所の指定も併せて受けており、指定
訪問介護事業所におけるサービス提供責任者が指定居宅介護事業所のサー
ビス提供責任者を兼務している場合、「指定居宅サービス等の人員、設備及び
運営に関する基準」(平成11年厚生省令第37号。以下「指定基準」という。）の違
反になるのではないか。
19.10.25 事務連絡 介護保険最新情報　vol.22 介護保険法に基づく指定訪問介
護事業所が障害者自立支援法に基づく居宅介護を行う場合の取扱い

指定訪問介護事業所におけるサービス提供責任者は、指定基準において、
「専らその職務に従事する者でなければならない」とされているが、訪問介護事
業所が「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、
設備及び運営に関する基準について」（平成18年12月6日障発第1206001号）
に基づき介護保険法上の指定を受けていることをもって指定居宅介護の指定
を受け、同一事業所で一体的に事業を運営している場合には、指定居宅介護
のサービス提供責任者として兼務することは差し支えない。ただし、以下の点
に留意すること。

1　指定基準において、指定訪問介護事業者が指定訪問介護事業所ごとに置く
べき訪問介護員等（介護福祉士又は訪問介護員をいう。以下同じ。）の員数
は、常勤換算方法で2.5以上とされている。
これは、職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として定められたものであ
ることから、訪問介護員等の常勤換算に当たっては、本来、介護保険の被保険
者に対するサービスに従事した時間のみを算入すべきであるが、指定訪問介
護事業所が指定居宅介護を提供する場合にあっては、介護保険の被保険者に
対してサービスを提供し、なお、人員に余力がある場合に限り、指定居宅介護
に従事した時間も算入しても差し支えない。

2　指定訪問介護事業所における管理者についても、指定基準において、専ら
その職務に従事する者でなければならないこととされているが、指定訪問介護
事業所の管理者としての業務に支障がない場合には、指定居宅介護事業所に
おける管理者と兼務して差し支えないこと。

3　指定訪問介護の提供に当たる訪問介護員等の員数が常勤換算方法で2.5
に満たない場合であって、指定居宅介護の提供を行うことにより、介護保険の
被保険者の申込に応じて指定訪問介護の提供ができないときは、指定基準第
9条に規定する指定訪問介護の提供拒否の正当な理由には該当しないこと。

4　指定訪問介護と指定居宅介護との経理を明確に区分して実施すること。

＜サービス提供責任者の配置基準＞

非常勤のサービス提供責任者が、指定訪問介護事業所において勤務する時
間以外に、他の事業所で勤務することは差し支えないか。
21.4.17 介護保険最新情報vol.79 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.2) ／11

差し支えない。
例えば、所定労働時間が４０時間と定められている指定訪問介護事業所にお
いて、３０時間勤務することとされている非常勤の訪問介護員等を、（常勤換算
０．７５の）サービス提供責任者とする場合、当該３０時間については、指定訪
問介護事業所の職務に専ら従事する必要があるため、他の事業の職務に従事
することはできないが、それ以外の時間について、他の事業（介護保険法にお
ける事業に限らない。）の職務に従事することは可能である。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

＜人員配置基準について＞

訪問介護事業所のサービス提供責任者は常勤・専従とされているが、一体的
に運営されている定期巡回・随時対応型訪問介護看護の従業者を兼務するこ
とは可能か。また、夜間対応型訪問介護のオペレーターや随時訪問を行う訪問
介護員等はどうか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／146

いずれの職種の者も定期巡回・随時対応サービスの従業者として兼務が可能
であり、訪問介護事業所のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービ
ス事業所及び夜間対応型訪問介護事業所のオペレーターを兼務しながら、地
域を巡回するあるいは利用者へのサービス提供を行うといった勤務形態につ
いても利用者の処遇に支障がない範囲で認められるものである。（夜間対応型
訪問介護事業所のオペレーターや随時訪問を行う訪問介護員等も同様。）
　　なお、常勤のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービスに従事す
る場合、当該サービス提供責任者は訪問介護事業所及び定期巡回・随時対応
型サービス事業所における常勤要件をそれぞれ満たすものである。

＜人員配置基準＞

訪問介護事業所の常勤のサービス提供責任者が、同一敷地内の定期巡回・随
時対応サービス事業所や夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事する場合
には、それぞれの事業所において常勤要件を満たすとされているが、当該者に
係る常勤換算方法により算定する勤務延時間数はどのように算出するのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／1

当該者が各事業所の職務に従事している時間を分けた上で、事業所ごとの常
勤換算方法により算定する勤務延時間数に算入する。

＜人員配置基準＞

訪問介護又は介護予防訪問介護の指定を受けていることをもって、同一の事
業所が障害者自立支援法における居宅介護等（居宅介護、同行援護、行動援
護又は重度訪問介護）の指定を受ける場合のサービス提供責任者の配置はど
のように取り扱うのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／2

当該事業所全体で確保すべきサービス提供責任者の員数については、次
のいずれかの員数以上とする。
① 当該事業所における訪問介護等及び居宅介護等（重度訪問介護につい
ては利用者数が 10 人以下の場合に限る。）の利用者数の合計 40 人ごと
に１以上
② 当該事業所における訪問介護等及び居宅介護等のサービス提供時間数
の合計 450 時間又は訪問介護員等及び居宅介護等の従業者の員数の合計
10 人ごとに１以上（平成 25 年３月末日までの間であって当該訪問介護等
事業所が利用者数に基づく配置をしていない場合に限る。）
③ 訪問介護等と居宅介護等のそれぞれの基準により必要とされる員数の
合計数以上
なお、当該居宅介護等に係る指定以降も、訪問介護等の事業のみで判断
したときに、訪問介護等に係る基準を満たしていることが必要となる。 また、訪
問介護等におけるサービス提供責任者が、居宅介護等のサービ
ス提供責任者を兼務することは差し支えない。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

利用者の数が40人を超える事業所については、常勤換算方法とすることがで
きる。この場合において、配置すべきサービス提供責任者の員数は、利用者の
数を40で除して得られた数（小数第１位に切り上げた数）以上とする。

＜事業所を分割した場合におけるサービス提供責任者の配置基準の取扱い＞
指定訪問介護事業所が分割によって複数の指定訪問介護事業所となり、１事
業所当たりの利用者数が減少する場合、サービス提供責任者の配置基準とな
る利用者数について、減少した利用者数を用いて差し支えないか。
3.3.29 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３
月29日）」の送付について ／5

差し支えない。例えば、前３月の平均利用者数が80人の指定訪問介護事業所
が、分割によって推定利用者数がそれぞれ30人と50人の指定訪問介護事業所
となった場合、新たに事業を開始し、又は再開した事業所においては推定利用
者数を用いることを踏まえ、サービス提供責任者の配置基準となる利用者数と
して、それぞれの推定利用者数を用いることができる。

常勤換算方法とする事業所については、以下に掲げる員数以上の常勤のサー
ビス提供責任者を配置するものとする。

ａ　利用者の数が40人超200人以下の事業所
常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数から１を
減じて得られる数以上

ｂ　利用者の数が200人超の事業所
常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数に２を乗じ
て３で除して得られた数（一の位に切り上げた数）以上

従って、具体例を示すと別表１に示す常勤換算方法を採用する事業所で必要と
なる常勤のサービス提供責任者数以上の常勤のサービス提供責任者を配置
するものとする。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

「サービス提供責任者の業務に主として従事する者」とは、サービス提供責任
者である者が当該事業所の訪問介護員として行ったサービス提供時間（事業
所における待機時間や移動時間を除く。）が、１月あたり30時間以内であるこ
と。

「サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている」場合とは、居宅基
準においてサービス提供責任者が行う業務として規定されているものについ
て、省力化・効率化が図られていることが必要であり、例えば、以下のような取
組が行われていることをいうものである。

・　訪問介護員の勤務調整（シフト管理）について、業務支援ソフトなどの活用に
より、迅速な調整を可能としていること

・　利用者情報（訪問介護計画やサービス提供記録等）について、タブレット端
末やネットワークシステム等のＩＴ機器・技術の活用により、職員間で円滑に情
報共有することを可能としていること

・　利用者に対して複数のサービス提供責任者が共同して対応する体制（主担
当や副担当を定めている等）を構築する等により、サービス提供責任者業務の
中で生じる課題に対しチームとして対応することや、当該サービス提供責任者
が不在時に別のサービス提供責任者が補完することを可能としていること

この場合において、常勤換算方法を採用する事業所で必要となるサービス提
供責任者については、②の規定に関わらず、別表２に示すサービス提供責任
者数を配置するものとする。

（利用者40人に1人という）規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を三
人以上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を一人
以上配置している指定訪問介護事業所において、サービス提供責任者が行う
業務が効率的に行われている場合にあっては、当該指定訪問介護事業所に置
くべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数が五十又はその端数を増す
ごとに一人以上とすることができる。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけ
ればならない。ただし、指定訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当
該指定訪問介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事
業所、施設等の職務に従事することができるものとする。

【人員に関する基準】　管理者

＜サービス提供責任者の人員基準について＞

　一定の要件を満たす指定訪問介護事業所が、サービス提供責任者の人員配
置を「利用者50人に対して１人以上」とする場合、都道府県知事に対する届出
が必要となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／18

　一定の要件を満たす指定訪問介護事業所が、サービス提供責任者の人員配
置を「利用者50人に対して１人以上」とすることについて、都道府県知事に対す
る届出は要しない。
　ただし、一定の要件を満たすことを証明する資料等について、当該指定訪問
介護事業所に整備しておくことが必要である。
　なお、指定訪問介護事業所に係る指定申請にあたり、都道府県知事に提出し
なければならない事項の１つとして、「サービス提供責任者の氏名、生年月日、
住所及び経歴」があるため、サービス提供責任者の人員配置の見直しに伴い、
当該指定訪問介護事業所のサービス提供責任者を減員する場合には、都道
府県知事に対する変更届が必要である。

＜サービス提供責任者の人員基準について＞

　サービス提供責任者の人員配置を「利用者50人に対して１人以上」できる要
件のうち、サービス提供責任者が行う業務の省力化・効率化に係る取組とし
て、解釈通知に規定された取組は、全て行う必要があるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／19

　「業務の省力化・効率化に係る取組」には、業務支援ソフトやタブレット端末な
どの活用による省力化・効率化をはじめ、利用者に対して複数のサービス提供
責任者が共同して対応する体制（いわゆる「チーム制」）など、業務体制の工夫
により個々のサービス提供責任者の業務負担の軽減に係る取組も含まれるも
のであり、いずれかの取組を行うことにより、当該要件を満たすものである。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

なお、管理者は、訪問介護員等である必要はないものである。

＜常勤要件について＞
各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第23条第１項に規定する
所定労働時間の短縮措置の適用対象となるのか？
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／3

労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については、労働時間等に関す
る規定が適用除外されていることから、「管理者」が労働基準法第41条第2号に
定める管理監督者に該当する場合は、所定労働時間の短縮措置を講じなくて
もよい。
なお、労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については、同法の解釈
として、労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にあ
る者の意であり、名称にとらわれず、実態に即して判断すべきであるとされてい
る。このため、職場で「管理職」として取り扱われている者であっても、同号の管
理監督者に当たらない場合には、所定労働時間の短縮措置を講じなければな
らない。
また、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第23条第1項の措置と
は別に、同項の所定労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能
であり、こうした者の仕事と子育ての両立を図る観点からは、むしろ望ましいも
のである。

指定訪問介護事業所の管理者は、当該指定訪問介護事業所の従業者及び業
務の管理を、一元的に行わなければならない。

指定訪問介護事業所の管理者は、当該指定訪問介護事業所の従業者にこの
章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。

【人員に関する基準】　管理者・サービス提供責任者の責務

管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する
ものとする。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がな
いときは、他の職務を兼ねることができるものとする。

①　当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等としての職務に従事する場合
②　同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理
業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、
当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合
（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理
すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施
設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合な
どは、管理業務に支障があると考えられる。ただし、施設における勤務時間が
極めて限られている職員である場合等、個別に判断の上、例外的に認める場
合があっても差し支えない。）
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

サービス提供責任者は、第二十四条に規定する業務のほか、次に掲げる業務
を行うものとする。
一　指定訪問介護の利用の申込みに係る調整をすること。
二　利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。
二の二　居宅介護支援事業者等に対し、指定訪問介護の提供に当たり把握し
た利用者の服薬状況、口腔くう機能その他の利用者の心身の状態及び生活の
状況に係る必要な情報の提供を行うこと。
三　サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者等と連携を
図ること。
四　訪問介護員等（サービス提供責任者を除く。以下この条において同じ。）に
対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況につ
いての情報を伝達すること。
五　訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。
六　訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。
七　訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。
八　その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。

サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、
指定訪問介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等
を記載した訪問介護計画を作成しなければならない。
２　訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計
画の内容に沿って作成しなければならない。
３　サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっては、その内容につ
いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならな
い。
４　サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成した際には、当該訪問介護計
画を利用者に交付しなければならない。
５　サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実
施状況の把握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行うものとす
る。
６　第一項から第四項までの規定は、前項に規定する訪問介護計画の変更に
ついて準用する。

＜介護職員によるたんの吸引＞

訪問介護事業所におけるたんの吸引等に係る計画書はサービス提供責任者
が作成しなければならないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／120

たん吸引等報告書の作成は、サービス提供責任者に限られないが、訪問介護
として位置付ける場合には、訪問介護計画と一体的に作成する必要があるた
め、サービス提供責任者は、たん吸引等報告書を作成した者から助言を得て、
適切に状況を把握することが必要である。

複数のサービス提供責任者を配置する指定訪問介護事業所において、サービ
ス提供責任者間での業務分担を行うことにより、指定訪問介護事業所として当
該業務を適切に行うことができているときは、必ずしも１人のサービス提供責任
者が当該業務の全てを行う必要はない。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問介護を提供できるよ
う、指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等の勤務の体制を定めておかな
ければならない。

指定訪問介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、訪問介護員
等については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との
兼務関係、サービス提供責任者である旨等を明確にすること。

サービス提供責任者は居宅介護支援事業者等に対して、指定訪問介護の提
供に当たり把握した利用者の服薬状況や口腔機能等の利用者の心身の状態
及び生活の状況に係る必要な情報の提供を行うこととされているが、情報の提
供は、サービス担当者会議等を通じて行うことも差し支えない。必要な情報の
内容については、

例えば、
・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している
・薬の服用を拒絶している
・使いきらないうちに新たに薬が処方されている
・口臭や口腔内出血がある
・体重の増減が推測される見た目の変化がある
・食事量や食事回数に変化がある
・下痢や便秘が続いている
・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある
・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供され
ていない

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報が考えられるが、居宅介護支援
事業者等に対して情報提供する内容は、サービス提供責任者が適切に判断す
ることとする。なお、必要な情報の提供については、あらかじめ、サービス担当
者会議等で居宅介護支援事業者等と調整しておくことが望ましい。

平成30年度以降、生活援助中心型のみに従事することができる生活援助従事
者研修修了者が従事するようになることから、当該研修修了者を含む訪問介
護員等であって、指定訪問介護に従事したことがない者については、初回訪問
時にサービス提供責任者が同行するなどのＯＪＴを通じて支援を行うこととす
る。また、緊急時の対応等についてもあらかじめ当該訪問介護員等に指導して
おくこととする。

さらに、生活援助従事者研修修了者である訪問介護員等が所属している指定
訪問介護事業所のサービス提供責任者は、当該訪問介護員等が生活援助中
心型しか提供できないことを踏まえ、利用者の状況を判断の上、適切な業務管
理を行うこととする。具体的には、生活援助中心型のみ利用している利用者に
対する指定訪問介護に従事させることなどが考えられる。

勤務体制の確保等
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指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、当該指定訪問介護事業
所の訪問介護員等によって指定訪問介護を提供しなければならない。

指定訪問介護事業者は、訪問介護員等の資質の向上のために、その研修の
機会を確保しなければならない。

（改）職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で
あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより特定施設従業者の就業
環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じな
ければならない

（改）中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業主につい
ては資本金が 5000万円以下又は常時使用する従業員の数が100人以下の企
業）は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされて
いるが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努める

（改）事業主が講ずべき措置の具体的内容
事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言
動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成
18年厚生労働省告示第615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背
景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての
指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」とい
う。）において規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下の
とおりである。

ａ　事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはなら
ない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。

ｂ　相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制
の整備
相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため
の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

指定訪問介護事業所の訪問介護員等とは、雇用契約、労働者派遣事業の適
正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律に規定する労働者派
遣契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある訪問介
護員等を指すものであること。なお、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に
基づき、口腔内の喀痰吸引その他の行為を業として行う訪問介護員等につい
ては、労働者派遣法に基づく派遣労働者であってはならないことに留意するこ
と。

指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職
場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって
業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員等の就業環境が害
されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなら
ない。

20／63



訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用
の区画を設けるほか、指定訪問介護の提供に必要な設備及び備品等を備えな
ければならない。

事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するのに適切な
スペースを確保するものとする。

なお、事務室・区画、又は設備及び備品等については、必ずしも事業者が所有
している必要はなく、貸与を受けているものであっても差し支えない。

指定訪問介護事業所には、事業の運営を行うために必要な面積を有する専用
の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りする等他の事業の用に供するも
のと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えな
い。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支障がないときは、指定
訪問介護の事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとす
る。

（改）事業主が講じることが望ましい取組について
パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー
ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望
ましい取組の例として、
①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者
に対して１人で対応させない等）及び
③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の
状況に応じた取組）が規定されている。

介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防
止が求められていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必
要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュア
ル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うこ
とが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、厚生労働省ホー
ムページに掲載しているので参考にされたい。

【設備に関する基準】

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護に必要な設備及び備品等を確保する
ものとする。特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等
に配慮すること。ただし、他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であっ
て、指定訪問介護の事業又は当該他の事業所、施設等の運営に支障がない
場合は、当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を使用す
ることができるものとする。
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なお、当該同意については、利用者及び指定訪問介護事業者双方の保護の立
場から書面によって確認することが望ましいものである。

指定訪問介護事業者が第五条第二項に規定する第一号訪問事業に係る指定
事業者の指定を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第一号訪問事
業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町
村の定める当該第一号訪問事業の設備に関する基準を満たすことをもって、
前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

【運営に関する基準】　サービス内容等の説明・同意

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利
用申込者又はその家族に対し、第二十九条に規定する運営規程の概要、訪問
介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認
められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始につ
いて利用申込者の同意を得なければならない。

指定訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問介護を提供するため、
その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指
定訪問介護事業所の運営規程の概要、訪問介護員等の勤務体制、事故発生
時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実
施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開
示状況）等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項につい
て、わかりやすい説明書やパンフレット等（当該指定訪問介護事業者が、他の
介護保険に関する事業を併せて実施している場合、当該パンフレット等につい
て、一体的に作成することは差し支えないものとする。）の文書を交付して懇切
丁寧に説明を行い、当該事業所から指定訪問介護の提供を受けることにつき
同意を得なければならないこととしたものである。
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＜印紙税＞
介護保険制度において、介護サービス事業者と利用者(要介護認定を受けた者
又はその保護者等）との間で介護サービスの提供に伴う次のような契約書を作
成した場合、これらの契約書は印紙税の課税文書に該当するのでしょうか。
なお、これらの契約書は、介護保険制度において、サービス事業者と利用者の
権利・義務を明らかにするために作成されるもので、利用者の要望に沿って適
切な介護サービスを提供するため、原則として、介護サービス計画に従って、
利用者が受けることができる(希望する）個々の介護サービスの内容及び料金
などを定めるものである。
①居宅介護支援サービス契約書及び付属書類　等
12.3.17 事務連絡 介護サービス事業者等と利用者の間で作成する契約書及び
介護サービス事業者等が発行する領収証等に係る印紙税の取扱い

介護保険制度下において作成されるこれらの契約書は、原則として、印紙税の
課税文書には該当しません。なお、前記の各種サービスを複合的に組み合わ
せた契約書を作成した場合も同様の取扱いとなります。
（考え方）
印紙税は、印紙税が課税されるべき事項を記載して作成した文書に対して課
税されるものですから、ご質問の契約書が課税の対象となるかどうかは、その
個々の契約書に記載された内容に基づき個別に判断することとなります。
そこで、事例の各種の介護サービス契約書の内容をみますと、利用者が受け
ることができる介護サービスの具体的な内容（例えば、訪問、施設通所又は施
設入所による、①居宅介護支援（介護サービス計画の作成及び連絡調整））、
②入浴・食事等の介護、③日常生活上の世話、④療養上の世話・診療の補
助、⑤リハビリテーション・機能訓練、及び⑥福祉用具貸与等並びにこれらの
個々のサービス利用料金）が記載されていますが、これらの個々のサービス内
容及び料金の明細は、原則として、利用者の要望に沿った介護サービス計画
に従い、利用者が全体として適切な介護サービスの提供を受けるために記載さ
れているものと考えられます。
したがって、事例の各種の契約書に記載される個々の介護サービスの内容
は、「当事者の一方が仕事の完成を約し、相手方がその仕事の結果に対して
報酬を支払う」という性格のものではないものと認められますから、これらの介
護サービス事項のみを定める契約書は、原則として、民法上の請負契約書に
は該当せず、また、その他いずれの課税文書にも該当しません。

介護サービス事業者が要介護認定を受けた者に介護サービスを実施した場合
には、利用料を受領することとなります。その際、介護サービス事業者は、「領
収証」を発行することになりますが、この領収証に係る印紙税の取扱いはどの
ようになりますか。特に、作成者が、「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」であ
る場合には、どのようになりますか。（事務連絡平成12年３月17日）

Ａ）介護サービス事業者が、要介護認定を受けた者から介護サービスに係る費
用を受領した場合に作成する「領収証」は、第17号の１文書（売上代金に係る
金銭又は有価証券の受取書）に該当します。なお、第17号の１文書に該当する
「領収証」を作成しても、次の場合には非課税となります。
①　地方公共団体そのものが作成者であるもの
②　記載された受取金額が３万円未満のもの
（注）法定代理受領の場合は、利用者負担分（通常は１割）の額
③　営業に関しないもの
この場合の営業に関しないものとは、例えば、その領収証の作成者が「公益法
人（財団法人、社団法人、社会福祉法人又は医療法人等）」であるもの及び「特
定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」等であるものはこれに該当します。
（注）ＮＰＯ法人は特定非営利活動促進法により設立が認められた法人であり、
いわゆる会社以外の法人に該当します。したがって、当該ＮＰＯ法人の定款の
定めにより剰余金等の分配ができないこととされている場合には、営業者には
該当しないことになります。
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指定訪問介護事業者は、正当な理由なく指定訪問介護の提供を拒んではなら
ない。

【運営に関する基準】　サービス提供拒否の禁止

指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（老振第76号平成12年11
月16日）

１　指定訪問介護事業所の事業運営の取扱について

指定訪問介護事業所のうち、その運営規程において、

①　「指定訪問介護の内容」が、身体介護中心型の訪問介護（指定居宅サービ
スに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年２月厚生省告示第19号。
以下「算定基準」という。）別表の１のイにより単位数を算定する訪問介護をい
う。）である旨

を明示し、かつ、

②　「その他運営に関する重要事項」として、当該事業所の事業の実施地域に
おいて生活援助中心型の訪問介護（算定基準別表の１のロにより単位数を算
定する訪問介護をいう。以下同じ。）を提供する他の指定訪問介護事業所との
間で、紹介があれば生活援助中心型の訪問介護を提供する旨の連携に関す
る取り決めがあること及びその内容

を規定しているものについては、利用申込者から生活援助中心型の訪問介護
の利用申込みを受けた場合に、②の連携に係る指定訪問介護事業所の紹介
を行ったときは、自ら生活援助中心型の訪問介護の提供を行わずとも、一般に
正当な理由に該当し、指定基準第９条には抵触しないものと解する。ただし、指
定訪問介護の内容を、身体介護のうち特定の行為のみに限定することは認め
られないので、留意されたい。

指定訪問介護事業者は、原則として、利用申込に対しては応じなければならな
いことを規定したものであり、特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービス
の提供を拒否することを禁止するものである。また、利用者が特定のサービス
行為以外の訪問介護サービスの利用を希望することを理由にサービス提供を
拒否することも禁止するものである（ただし、「指定訪問介護事業所の事業運営
の取扱等について」（平成12年11月16日老振第76号）の１を除く。）。

提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、①当該事業所の現員か
らは利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該事業所の通
常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指定
訪問介護を提供することが困難な場合である。
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【運営に関する基準】　サービス提供困難時の対応

指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所の通常の事業の実施地域
（当該事業所が通常時に当該サービスを提供する地域）等を勘案し、利用申込
者に対し自ら適切な指定訪問介護を提供することが困難であると認めた場合
は、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定
訪問介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならな
い。

＜遠距離の通院・外出介助に対するサービス提供拒否＞
遠距離にある病院等ヘの通院外出介助の申込であることをもってサービス提
供を拒否することは、正当な拒否事由に当たるか。
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅵの
６

居宅サービス運嘗基準第9条で指定訪問介護事業者は正当な理由なくサービ
ス提供を拒否してはならないこととされているが、サービス提供を拒否すること
のできる正当な理由がある場合とは、①当該事業所の現員からは利用申込に
応.じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実
施地域外にある場合、③その他利用申込者に対し自ら適切な指定訪問介護を
提供することが困難な場合、とされている(居宅サービス運営基準解釈通知第3
－3 (2))。
したがって、単に遠距離にある病院等ヘの通院外出介助であることを理由とし
てサービス提供を拒否した場合、居宅サービス運営基準第9条に違反する。

＜サービス利用提供前の健康診断の費用負担とサービス提供拒否について
＞
サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受けるように求めるこ
とはできるか。また、健康診断書作成にかかる費用の負担はどのように取り扱
うべきか。（訪問介護、訪問入浴介護、通所介護）
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅱの1

訪問介護、訪問入浴介護、通所介護については通常相当期間以上にわたって
集団的な生活を送るサービスではないことから、必ずしも健康診断書の提出等
による事前の健康状態の把握が不可欠であるとは言えないが、サービス担当
者会議における情報の共有や居宅療養管理指導による主治医からの情報提
供等によっても健康状態の把握ができない場合に事業所として利用申込者に
健康診断書の提出を求めることは可能であり、その費用の負担については利
用申込者とサービス提供事業者との協議によるものと考える。
しかし、そうした求めに利用申込者が応じない場合であっても、一般的には
サービス提供拒否の正当な事由に該当するものではないと考えられる。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

サービスの提供を求められた場合は、利用に係る費用につき保険給付を受け
ることができるのは、要介護認定を受けている被保険者に限られるものである
ことを踏まえ、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護
認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見
に配慮して、サービスを提供するように努めなければならない。

サービス提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者について
は、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われ
ていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行わ
れるよう必要な援助を行わなければならない。

居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われて
いない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅
くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する三十日前に
はなされるよう、必要な援助を行わなければならない。

指定訪問介護の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護支援事業者が開
催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれて
いる環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努
めなければならない。

指定訪問介護を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療
サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなら
ない。

指定訪問介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な
指導を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の
提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に
努めなければならない。

【運営に関する基準】　心身の状況等の把握

【運営に関する基準】　居宅介護支援事業者等との連携

【運営に関する基準】　受給資格等の確認

【運営に関する基準】　要介護認定の申請に係る援助
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業者は、居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計
画に沿った指定訪問介護を提供しなければならない。

指定訪問介護事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合
は、当該利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を
行わなければならない。

指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に身分を証する書類を携行させ、初回
訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨
を指導しなければならない。

【運営に関する基準】　居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

【運営に関する基準】　居宅サービス計画等の変更の援助

【運営に関する基準】　身分を証する書類の携行

利用者が安心して指定訪問介護の提供を受けられるよう、指定訪問介護事業
者は、当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等に身分を明らかにする証書
や名札等を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたと
きは、これを提示すべき旨を指導しなければならないこととしたものである。こ
の証書等には、当該指定訪問介護事業所の名称、当該訪問介護員等の氏名
を記載するものとし、当該訪問介護員等の写真の貼付や職能の記載を行うこと
が望ましい。

【運営に関する基準】　介護保険サービスを受けるための援助

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、利用申込者が
介護保険法施行規則第六十四条各号のいずれにも該当しないときは、当該利
用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業
者に依頼する旨を市町村に対して届け出ること等により、指定訪問介護の提供
を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、居宅介護
支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行
うために必要な援助を行わなければならない。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供した際には、当該指定訪問介護
の提供日及び内容、当該指定訪問介護について利用者に代わって支払を受け
る居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画
を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護を提供した際には、提供した具体的な
サービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、
文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなけ
ればならない。

「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等に記載するなど
の方法である。

提供した具体的なサービスの内容等の記録は、居宅基準第39条第２項の規定
に基づき、２年間保存しなければならない。

指定訪問介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定訪問介護を
提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定訪問介護に
係る居宅介護サービス費用基準額から当該指定訪問介護事業者に支払われ
る居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。

指定訪問介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護を
提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定訪問介護に係
る居宅介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしな
ければならない。

利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理受領サービスでない
指定訪問介護を提供した際に、不合理な差額を設けてはならないこととしたも
のである。

利用者及びサービス事業者が、その時点での支給限度額の残額やサービスの
利用状況を把握できるようにするために、指定訪問介護事業者は、指定訪問
介護を提供した際には、当該指定訪問介護の提供日、内容（例えば、身体介
護、生活援助、通院等のための乗車又は降車の介助の別）、保険給付の額そ
の他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等
に記載しなければならないこととしたものである。

【運営に関する基準】　サービスの提供の記録

【運営に関する基準】　利用料等の受領

指定訪問介護事業者は、法定代理受領サービスとして提供される指定訪問介
護についての利用者負担として、居宅介護サービス費用基準額の１割、２割又
は３割（法第50条若しくは第60条又は第69条第５項の規定の適用により保険給
付の率が９割、８割又は７割でない場合については、それに応じた割合）の支払
を受けなければならないことを規定したものである。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

指定訪問介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、利用者の選定によ
り通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問介護を行う場
合は、それに要した交通費の額の支払を利用者から受けることができる。

指定訪問介護事業者は、前項の費用の額に係るサービスの提供に当たって
は、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用に
ついて説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

なお、そもそも介護保険給付の対象となる指定訪問介護のサービスと明確に
区分されるサービスについては、次のような方法により別の料金設定をして差
し支えない。

イ　利用者に、当該事業が指定訪問介護の事業とは別事業であり、当該サービ
スが介護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得る
こと。

ロ　当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定訪問介護事業所の運営規
程とは別に定められていること。

ハ　会計が指定訪問介護の事業の会計と区分されていること。

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供に関して、前２項の利用料のほ
かに、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において
指定訪問介護を行う場合の交通費（移動に要する実費）の支払を利用者から
受けることができることとし、保険給付の対象となっているサービスと明確に区
分されないあいまいな名目による費用の支払を受けることは認めないこととし
たものである。

＜利用者自己負担額の1円単位の請求＞
医療機関においては、従来より利用者負担は10円単位の請求であったため、
同じ取扱をしても差し支えないか。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅳ４

そのような取扱はできない。

＜要介護者等の自費負担によるサービス利用＞

要介護者等が居宅サービスを利用するにあたって、当該者の支給限度額（短
期入所の場合は利用可能日数)を超えて利用する場合(いわゆる「上乗せサー
ビス」を利用する場合）については、全額自己負担によって利用することが可能
か。
12.1.21 事務連絡 要介護者等以外の自費負担によるサービスの利用について
／3

可能である。
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訪問介護・運営基準編（天晴れ介護サービス編）

＜利用者負担額の調整の必要性＞

サービス提供の都度利用者負担額を徴収している場合、端数処理により、給
付費明細書欄の「利用者負担額」と一致しない場合があるが、事業者において
は、この額を明細書に一致させるよう調整する必要があるか。
12.5.15事務連絡 介護保険最新情報vol.74 介護報酬等に係るQ&A vol.3 ／Ⅲ

　利用者負担額について、実際徴収した額と給付費明細書上にある「利用者負
担額」との調整は必要ないものと考える。

＜認定申請前の者に対するサービス提供に係る利用料徴収の取扱い＞

要介護認定申請前の者に対し、緊急その他やむを得ない理由により指定居宅
サービスを行った場合、その時点では特例居宅介護（支援）サービス費の支給
対象となるか否かが不明であるため、当該指定居宅サービスが消費税非課税
となるか否かも不明である。
この時点で利用代金の支払いを受ける場合、とりあえず代金と併せて消費税
相当額の支払いを受けておき、認定の結果が判明して、支給対象となることが
確定した後に消費税相当額を返還することとして差し支えないか。
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅳの
８

お尋ねのような事例において、消費税相当額の支払いを受けることは、居宅
サービス運営基準の規定（第20条等）に抵触するものではなく、貴見のとおり取
り扱って差し支えない。なお、要介護認定の申請後、認定の結果が判明する前
に利用料の支払いを受ける場合も同様である。

＜指定訪問介護事業者が行う理美容サービス＞

指定訪問介護事業者が訪問介護を行う際に理美容サービスを提供した場合、
その時間を含めて介護報酬を算定してよいか。
14.3.28 事務連絡 運営基準等に係るQ&A ／Ⅲ２

「訪問介護」とは居宅において行われる入浴、排泄、食事等の介護その他の日
常生活上の世話（介護保険法第7条第6項）であって、理美容及びそれに伴う準
備行為等の一連の行為については、訪問介護サービスに該当せず、したがっ
て介護報酬の算定対象ともならない。
理美容サービスについては、短期入所サービス及び施設サービスにおいて
は、滞在期間中に必要となることも想定されるため、これらのサービスの一環と
して、事業所・施設がサービスの内容及び費用について利用者等から同意を得
て理美容を提供した場合、実費相当額を「日常生活に要する費用」として利用
者等から支払いを受けることができる。訪問系サービスや通所系サービスにお
いては、当該サービスの提供時間中に理美容が必要となることは考えにくく、こ
れらの事業所が理美容サービスを行う場合は、これらのサービスと明確に区分
を行い、介護保険とは別のサービスとして行うこととなる。
また、居宅で外出困難な高齢者について、理美容サービスの必要がある場合
は、介護予防・生活支援事業の訪問理美容サービス事業を積極的に活用して
対応されたい。
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指定訪問介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、
その目標を設定し、計画的に行われなければならない。

指定訪問介護事業者は、自らその提供する指定訪問介護の質の評価を行い、
常にその改善を図らなければならない。

指定訪問介護の提供に当たっては、訪問介護計画に基づき、利用者が日常生
活を営むのに必要な援助を行う。

利用者が市町村に対する保険給付の請求を容易に行えるよう、指定訪問介護
事業者は、法定代理受領サービスでない指定訪問介護に係る利用料の支払を
受けた場合は、提供した指定訪問介護の内容、費用の額その他利用者が保険
給付を請求する上で必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を
利用者に対して交付しなければならない

【運営に関する基準】　指定訪問介護の基本取扱方針

【運営に関する基準】　保険給付の請求のための証明書の交付

【運営に関する基準】　指定訪問介護の具体的取扱方針

＜外出介助時の交通費＞

指定訪問介護事業者がバス等の交通機関を利用して通院等の外出介助を
行った際の、交通機関の料金については、利用者本人が負担すべきと考える
がいかがか。
14.3.28 事務連絡 運営基準等に係るQ&A ／Ⅲ1

道路運送法等に抵触しない形で、指定訪問介護事業者が自らの車両を利用す
る形態や、外部の事業者から車両や運転手をチャーター（いわゆる社用車の形
態）するなどの形態で外出介助を行う場合は別として、一般に、外部のバス等
の交通機関の利用に係る料金（専ら訪問介護員に係る料金として特定されるも
のを除く。）については、外出する利用者と当該交通機関との間で支払いが行
われるべきものであり、指定訪問介護事業所が肩代わりすることは、居宅サー
ビス運営基準第20条の観点から、不適当と考える。また、チャーターによる場
合にあっても、指定訪問介護事業者から外部の事業者に支払われるチャー
ター代について、個別の外出介助時の費用を、通常の料金と同様の算定方法
によって支払うなど、事実上、料金を指定訪問介護事業者が肩代わりしている
のと同様な形態については、同様である。
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指定訪問介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は
その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を
行う。

指定訪問介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技
術をもってサービスの提供を行う。

常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利
用者又はその家族に対し、適切な相談及び助言を行う。

サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、
指定訪問介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等
を記載した訪問介護計画を作成しなければならない。

訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画
の内容に沿って作成しなければならない

訪問介護計画の作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該訪問
介護計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変
更するものとする。

サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっては、その内容につい
て利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。

【運営に関する基準】　訪問介護計画の作成

訪問介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、訪問介護
の提供によって解決すべき問題状況を明らかにし(アセスメント)、これに基づ
き、援助の方向性や目標を明確にし、担当する訪問介護員等の氏名、訪問介
護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにする
ものとする。なお、訪問介護計画の様式については、各事業所ごとに定めるも
ので差し支えない。

特に留意すべきことは、次のとおりである。

①　提供された介護サービスについては、目標達成の度合いや利用者及びそ
の家族の満足度等について常に評価を行うとともに、訪問介護計画の修正を
行うなど、その改善を図らなければならないものであること。
②　指定訪問介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応した適切な
サービスが提供できるよう、常に新しい技術を習得する等、研鑚を行うべきもの
であること。
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サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成した際には、当該訪問介護計画
を利用者に交付しなければならない。

サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実施
状況の把握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行うものとする。

上記の規定は、前項に規定する訪問介護計画の変更について準用する。

訪問介護計画は、居宅基準第39条第２項の規定に基づき、２年間保存しなけ
ればならない。

サービス提供責任者は、他の訪問介護員等の行うサービスが訪問介護計画に
沿って実施されているかについて把握するとともに、助言、指導等必要な管理
を行わなければならない。

その内容について説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけること
により、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするも
のである。したがって、サービス提供責任者は、訪問介護計画の目標や内容等
については、利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うととも
に、その実施状況や評価についても説明を行うものとする。

「介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業
者等に対して、指定居宅サービス等基準において位置付けられている計画の
提出を求めるものとする」と規定していることを踏まえ、居宅サービス計画に基
づきサービスを提供している指定訪問介護事業者は、当該居宅サービス計画
を作成している指定居宅介護支援事業者から訪問介護計画の提供の求めが
あった際には、当該訪問介護計画を提供することに協力するよう努めるものと
する。

＜具体的なサービス内容＞

訪問介護計画に位置づけられる具体的なサービス内容とは何を指すか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／21

訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成１２年３月１７日老
計第１０号）を参照されたい。 なお、同通知の別紙１の１－０（サービス準備・記
録等）及び２－０（サービス準備等）の時間は、所要時間に含まれるものであ
る。
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今回示した個々のサービス行為の一連の流れは、あくまで例示であり、実際に
利用者にサービスを提供する際には、当然、利用者個々人の身体状況や生活
実態等に即した取扱いが求められる

老計第10号平成12年３月17日
訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について

訪問介護におけるサービス行為ごとの区分及び個々のサービス行為の一連の
流れを例示したので、訪問介護計画及び居宅サービス計画（ケアプラン）を作
成する際の参考として活用されたい。

「サービス準備・記録」は、あくまでも身体介護又は生活援助サービスを提供す
る際の事前準備等として行う行為であり、サービスに要する費用の額の算定に
あたっては、この行為だけをもってして「身体介護」又は「生活援助」の一つの単
独行為として取り扱わない

１―０　サービス準備・記録等
１―０―１　健康チェック
１―０―２　環境整備
１―０―３　相談援助、情報収集・提供
１―０―４　サービス提供後の記録等

身体介護とは、①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために
必要となる準備、後かたづけ等の一連の行為を含む）、②利用者のＡＤＬ・ＩＡＤ
Ｌ・ＱＯＬや意欲の向上のために利用者と共に行う自立支援・重度化防止のた
めのサービス、③その他専門的知識・技術（介護を要する状態となった要因で
ある心身の障害や疾病等に伴って必要となる特段の専門的配慮）をもって行う
利用者の日常生活上・社会生活上のためのサービスをいう。（仮に、介護等を
要する状態が解消されたならば不要※となる行為であるということができる。）

１―１―１―１　トイレ利用
○トイレまでの安全確認→声かけ・説明→トイレへの移動（見守りを含む）→脱
衣→排便・排尿→後始末→着衣→利用者の清潔介助→居室への移動→ヘル
パー自身の清潔動作
○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介
助、便器等の簡単な清掃を含む）
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１―６　自立生活支援・重度化防止のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ・Ｉ
ＡＤＬ・ＱＯＬ向上の観点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守
り等）

○ベッド上からポータブルトイレ等（いす）へ利用者が移乗する際に、転倒等の
防止のため付き添い、必要に応じて介助を行う。

○認知症等の高齢者がリハビリパンツやパット交換を見守り・声かけを行うこと
により、一人で出来るだけ交換し後始末が出来るように支援する。

○認知症等の高齢者に対して、ヘルパーが声かけと誘導で食事・水分摂取を
支援する。

○入浴、更衣等の見守り（必要に応じて行う介助、転倒予防のための声かけ、
気分の確認などを含む）

○移動時、転倒しないように側について歩く（介護は必要時だけで、事故がない
ように常に見守る）

○ベッドの出入り時など自立を促すための声かけ（声かけや見守り中心で必要
な時だけ介助）

○本人が自ら適切な服薬ができるよう、服薬時において、直接介助は行わず
に、側で見守り、服薬を促す。

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う掃除、整理整頓（安
全確認の声かけ、疲労の確認を含む）

○ゴミの分別が分からない利用者と一緒に分別をしてゴミ出しのルールを理解
してもらう又は思い出してもらうよう援助

○認知症の高齢者の方と一緒に冷蔵庫のなかの整理等を行うことにより、生
活歴の喚起を促す。

○洗濯物を一緒に干したりたたんだりすることにより自立支援を促すとともに、
転倒予防等のための見守り・声かけを行う。

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行うベッドでのシーツ交
換、布団カバーの交換等

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う衣類の整理・被服
の補修

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う調理、配膳、後片付
け（安全確認の声かけ、疲労の確認を含む）

○車イス等での移動介助を行って店に行き、本人が自ら品物を選べるよう援助

○上記のほか、安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うもの等であって、
利用者と訪問介護員等がともに日常生活に関する動作を行うことが、ＡＤＬ・ＩＡ
ＤＬ・ＱＯＬ向上の観点から、利用者の自立支援・重度化防止に資するものとし
てケアプランに位置付けられたもの
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※　次のような行為は生活援助の内容に含まれない
①　商品の販売・農作業等生業の援助的な行為
②　直接、本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為

「訪問介護員等の散歩の同行」は、自立支援、日常生活動作向上の観点から、
安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うものであって、利用者の自立支援
に資する（例えば、ケアプランにおける長期目標又は短期目標等に示された目
標を達成するために必要な行為である）ものとしてケアプランに位置づけられる
ような場合については、老計10号別紙「１　身体介護」の「１―６　自立生活支援
のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ向上の観点から安全を確保しつつ常
時介助できる状態で行う見守り等）」に該当するものと考えられることから、保
険者が個々の利用者の状況等に応じ必要と認める場合において、訪問介護費
の支給対象となりうるものであること。

生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日
常生活の援助（そのために必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、
家族が障害・疾病などのため、本人や家族が家事を行うことが困難な場合に行
われるものをいう。（生活援助は、本人の代行的なサービスとして位置づけるこ
とができ、仮に、介護等を要する状態が解消されたとしたならば、本人が自身で
行うことが基本となる行為であるということができる。）

一般的に介護保険の生活支援の範囲に含まれないと考えられる事例

１　「直接本人の援助」に該当しない行為
主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると判断され
る行為
・利用者以外のものに係る洗濯、調理、買い物、布団干し
・主として利用者が使用する居室等以外の掃除
・来客の応接（お茶、食事の手配等）
・自家用車の洗車・清掃等

２　「日常生活の援助」に該当しない行為
(１)　訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断さ
れる行為
・草むしり
・花木の水やり
・犬の散歩等ペットの世話等
(２)　日常的に行われる家事の範囲を超える行為
・家具・電気器具等の移動、修繕、模様替え
・大掃除、窓のガラス磨き、床のワックスがけ
・室内外家屋の修理、ペンキ塗り
・植木の剪定等の園芸
・正月、節句等のために特別な手間をかけて行う調理等
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＜介護職員によるたんの吸引＞

訪問介護事業所におけるたんの吸引等に係る計画書はサービス提供責任者
が作成しなければならないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／120

たん吸引等報告書の作成は、サービス提供責任者に限られないが、訪問介護
として位置付ける場合には、訪問介護計画と一体的に作成する必要があるた
め、サービス提供責任者は、たん吸引等報告書を作成した者から助言を得て、
適切に状況を把握することが必要である。

＜介護職員によるたんの吸引＞

訪問介護において、たんの吸引等を訪問介護計画にどのように位置付けるの
か
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／119

介護職員によるたんの吸引等を実施する事業所の登録要件の１つとして、士
士法施行規則第26条の3第3号（同規則附則第16条において準用する場合を
含む。以下の士士法施行規則の規定においても同じ。）においては、たん吸引
等計画書を医師又は看護職員との連携の下に作成することとされている。
　（注）　様式例については、社会・援護局福祉基盤課から発出予定の事務連
絡を参照すること。

このため、計画作成については、訪問看護事業所等との連携を確保し、必要な
助言等を受けることが必要であり、こうした訪問介護事業所に対する訪問看護
事業所の支援について、看護・介護職員連携強化加算により評価が行われ
る。

また、訪問介護サービスの一環としてたんの吸引等を実施する場合、たん吸引
等計画書は、訪問介護計画と一体的に作成される必要があるが、訪問介護計
画とたん吸引等計画書を別に作成することは差し支えない。なお、この場合、
計画書は訪問介護計画と一体で作成するものであることから、2年間保存する
ことが必要である。

さらに、たんの吸引等を訪問介護において実施した場合は、当該たんの吸引等
の実施状況に関する報告書を作成し、医師に提出することが必要である。この
報告書は訪問の都度記載する記録とは異なり、医師に定期的に提出するもの
であり、サービス提供の記録に基づき適切に作成する必要がある。
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指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に、その同居の家族である利用者に対
する訪問介護の提供をさせてはならない。

同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護
サービスの生活援助等の取扱いについて
19.12.20 介護保険最新情報vol.26

介護保険制度においては、利用者の状況に応じた適切なケアプランに基づき
利用者に必要なサービスが提供されるべきであるところ、一部の市町村におい
ては、個別具体的な状況を踏まえないで、同居家族等がいることのみを判断基
準として、一律機械的にサービスに対する介護給付の支給の可否について決
定しているとの情報が寄せられていることから、各都道府県におかれましては、
管下の市町村に対して、訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスに
おける「同居家族等」については、下記のとおりの取扱いである旨を改めて周
知を徹底していただくとともに、介護サービス事業者、関係団体、利用者等に対
しても幅広く情報提供していただきますようお願いいたします。

１　訪問介護サービスのうち、「生活援助」については、「指定居宅サービスに要
する費用の額の算定に関する基準」（平成１２年厚生省告示第１９号）におい
て、「単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（以下「家族等」とい
う。）と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由によ
り、当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難であるもの」に対して
行われるものとしており、さらに、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定
に関する基準及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準
の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１２年老企第３６号）におい
て、「障害、疾病のほか、障害、疾病がない場合であっても、同様のやむを得な
い事情により、家事が困難な場合」に行われることとしている。
　この趣旨は、同様のやむを得ない事情とは、障害、疾病の有無に限定される
ものではなく、個々の利用者の状況に応じて具体的に判断されるというもので
ある。したがって、市町村においては、同居家族等の有無のみを判断基準とし
て、一律に介護給付の支給の可否を機械的に判断しないようにされたい。

２　介護予防訪問介護サービスについては、「指定介護予防サービス等の事業
の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３５号）に
おいて、「利用者が、可能な限り、自ら家事等を行うことができるよう配慮すると
ともに、利用者の家族、地域の住民による自主的な取組等による支援、他の福
祉サービスの利用の可能性についても考慮しなければならないこと」としている
が、上記１と同様に、市町村においては、同居家族等の有無のみを判断基準と
して、一律に予防給付の支給の可否を機械的に判断するのではなく、個々の
利用者の状況に応じて、適切に判断されたい。

【運営に関する基準】　同居家族に対するサービス提供の禁止

＜同居家族の範囲＞
居宅サービス運営基準第25条で同居家族に対するサービス提供を禁止してい
るが、ここでいう同居家族とは、要介護者と同一の居宅に居住していることをい
うものであり、別居の家族に対するサービス提供を禁止するものではないと解
するが如何。13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ
＆Ａ ／Ⅵの1

貴見のとおり。
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同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護
サービスの生活援助等の取扱いについて
20.8.25 介護保険最新情報vol.41

標記については、「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介
護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱いについて」（平成１９年１２月２
０日付老健局振興課事務連絡）及び平成２０年２月２７日全国介護保険・高齢
者保健福祉担当課長会議資料等を通じて、訪問介護サービス等の生活援助等
の提供にあたっては、利用者が１人暮らしであるか又は同居家族等の障害、疾
病の有無に限定されるものではなく、適切なケアプランに基づき、個々の利用
者の状況に応じて具体的に判断されるものであることを改めて周知するととも
に、管内市町村、介護サービス事業者、関係団体、利用者等に幅広く情報提供
していただくようお願いしているところです。

しかしながら、先般の国会審議等で、依然として同居家族等の有無のみにより
生活援助の提供が判断されていると指摘されていることから、各都道府県にお
かれては、管内の市町村に対して、生活援助等において同居家族等がいること
のみを判断基準として、一律機械的にサービスに対する保険給付の支給の可
否について決定することがないよう、改めて周知徹底していただくようお願いい
たします。

なお、訪問介護サービスにおける生活援助の考え方について、具体的なケアマ
ネジメントツールを作成している保険者（川崎市）もありますので、併せて情報
提供させていただきます。

【運営に関する基準】　利用者に関する市町村への通知

指定訪問介護を受けている利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、
遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。
一　正当な理由なしに指定訪問介護の利用に関する指示に従わないことによ
り、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。
二　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。

偽りその他不正な行為によって保険給付を受けた者及び自己の故意の犯罪行
為又は重大な過失等により、要介護状態又はその原因となった事故を生じさせ
るなどした者については、市町村が、法第22条第１項に基づく既に支払った保
険給付の徴収又は法第64条に基づく保険給付の制限を行うことができることに
鑑み、指定訪問介護事業者が、その利用者に関し、保険給付の適正化の観点
から市町村に通知しなければならない事由を列記したものである。
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訪問介護員等は、現に指定訪問介護の提供を行っているときに利用者に病状
の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を
行う等の必要な措置を講じなければならない。

なお、同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類
について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合においては、運
営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点については他のサービ
ス種類についても同様とする。）。

虐待の防止のための措置に関する事項（第７号）
虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研
修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指
す内容であること

【運営に関する基準】　運営規程

指定訪問介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関
する規程（以下この章において「運営規程」という。）を定めておかなければなら
ない。
一　事業の目的及び運営の方針
二　従業者の職種、員数及び職務の内容
三　営業日及び営業時間
四　指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額
五　通常の事業の実施地域
六　緊急時等における対応方法
七　虐待の防止のための措置に関する事項
八　その他運営に関する重要事項

従業者の職種、員数及び職務の内容（第２号）
従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点か
ら、規程を定めるに当たっては、居宅基準第５条において置くべきとされている
員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差し支えない（居宅
基準第８条に規定する重要事項を記した文書に記載する場合についても、同
様とする。）

通常の事業の実施地域（第５号）
通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。な
お、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であ
り、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げるものではないものであ
ること

【運営に関する基準】　緊急時等の対応
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指定訪問介護の事業の運営に当たっては、入浴、排せつ、食事等の介護又は
調理、洗濯、掃除等の家事を常に総合的に提供するものとし、介護等のうち特
定の援助に偏することがあってはならない。

サービス提供の実績から特定のサービス行為に偏っていることが明らかな場
合に限らず、事業運営の方針、広告、従業者の勤務体制、当該事業者の行う
他の事業との関係等の事業運営全般から判断して、特定のサービス行為に偏
ることが明らかであれば、本条に抵触することとなる。

「偏っている」とは、特定のサービス行為のみを専ら行うことはもちろん、特定の
サービス行為に係るサービス提供時間が月単位等一定期間中のサービス提
供時間の大半を占めていれば、これに該当するものである。

通院等のための乗車又は降車の介助を行う訪問介護事業者について、都道府
県知事が法第70条第１項に基づく指定を行うに当たっては、事業所の所在地
の市町村に対して意見を求めることとする（確認すべき事項等については別に
定める。）。

＜運営規程について＞

令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、介護サービス
事業所等に義務づけられたものがあるが、これらについて運営規程においては
どのように扱うのか。
3.4.21 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和３年４
月21日）」の送付について ／1

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場合は都道
府県知事又は市町村長に届け出ることとされているが、今般介護サービス事
業所等に対し義務づけられたもののうち、経過措置が定められているものにつ
いては、当該期間においては、都道府県知事等に届け出ることまで求めるもの
ではないこと。
・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期に取組を
行うことが望ましいものであることに留意すること。

【運営に関する基準】　介護等の総合的な提供

指定訪問介護事業は、生活全般にわたる援助を行うものであることから、指定
訪問介護事業者は、入浴、排せつ、食事等の介護（身体介護）又は調理、洗
濯、掃除等の家事（生活援助）を総合的に提供しなければならず（通院等のた
めの乗車又は降車の介助を行う指定訪問介護事業者についても、身体介護又
は生活援助を総合的に提供しなければならない。）、また、指定訪問介護事業
所により提供しているサービスの内容が、身体介護のうち特定のサービス行為
に偏ったり、生活援助のうち特定のサービス行為に偏ったり、通院等のための
乗車又は降車の介助に限定されたりしてはならないこととしたものである。
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＜通院・外出介助のみの居宅サービス計画の作成＞

利用者から居宅サービス計画に通院・外出介助のみ盛り込むよう希望があっ
た場合、このような計画を作成することについての可否如何。
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅵの
５

介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成にあたって、利用者の有する能
力や置かれている環境等の評価を通じて、現に抱える問題点を明らかにし、利
用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課
題を把握する事とされている（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に
関する基準（平成11年厚生省令38号）第13条第3号）。
したがって、安易に利用者の希望に応じるのみではなく、日常生活全般を支援
する観点から通院・外出介助以外のサービスの要否についても、利用者等との
面接等を通じて十分に検討する必要があり、また、通院・外出介助を居宅サー
ビス計画に盛り込む場合には、課題の把握・分析の結果やサービス担当者会
議での意見等を踏まえ、利用者の自立支援の観点から必要か否かを検討する
必要がある。
このような居宅介護支援の考え方や、通院・外出介助が必要な要介護者等に
ついては通常他のサービスも必要であること等を踏まえれば、質問のような特
定のサービス行為のみを盛り込む居宅サービス計画は想定されない。

＜特定のサービス行為に特化していることの判断基準＞

居宅サービス運営基準が改正され、特定のサービス行為に偏ってサービス提
供を行う場合に指定訪問介護の事業の取り消しや廃止等の指導が必要とされ
たが、指導が必要な特定のサービス行為に特化した事業運営を行っている場
合とはどの様な場合をいうのか。
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅵの
８

特定のサービス行為が一定期間中のサービス提供時間の「大半」を占めてい
れば特定のサービス行為に「偏っている」ことになるが、サービス内容が特定の
サービス行為に偏っているかどうかの判断は、サービス実績を請求状況、介護
支援専門員からの情報収集、訪問介護計画の点検等から把握し、都道府県や
保険者が判断することが必要である。
特化の割合を一律に規律するのではなく、例えば、特化するに至った要因（パ
ンフレットや広告の内容に特定のサービス行為しか提供しない旨やそれに準ず
るような表現がないか、従業員の配置状況・勤務体制が特定のサービス行為
以外提供できないようなものになっていないか等）等を勘案して、特定のサービ
ス行為に利用者を誘引するなどの不適切な事業運営が認められた場合は、特
定のサービス行為がサービス提供時間の大半を占めていなくても是正のため
の指導が必要である。
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感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供
を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため
の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必
要な措置を講じなければならない（3年間は努力義務）

訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及
び訓練を定期的に実施しなければならない。

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を
行うものとする。

業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、事業所に実施が求め
られるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え
ない。

また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求め
られることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加でき
るようにすることが望ましい。

【運営に関する基準】　（改）業務継続計画の策定等

業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容
については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の
業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業
務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって
異なるものであることから、項目については実態に応じて設定すること。なお、
感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではな
い。

イ 感染症に係る業務継続計画
ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品
の確保等）
ｂ 初動対応
ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者
との情報共有等）

ロ 災害に係る業務継続計画
ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止し
た場合の対策、必要品の備蓄等）
ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
ｃ 他施設及び地域との連携

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間
に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解
の励行を行うものとする。
職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年1回以上）の教育を開催
するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修
の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修
については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施す
ることも差し支えない
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指定訪問介護事業者は、訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態につい
て、必要な管理を行わなければならない。

特に、指定訪問介護事業者は、訪問介護員等が感染源となることを予防し、ま
た訪問介護員等を感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等感染を予防す
るための備品等を備えるなど対策を講じる必要がある。

指定訪問介護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなけ
ればならない。

具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基
づき事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携
等により行うことも差し支えない。

【運営に関する基準】　（改）衛生管理等

指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所において感染症が発生し、
又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
一　当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた
めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テ
レビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）をおおむね
六月に一回以上開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知
徹底を図ること。
二　当該指定訪問介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた
めの指針を整備すること。
三　当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、感染症の予防
及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅
速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感
染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年1回以上）に
実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感
染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支
えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に
係る訓練と一体的に実施することも差し支えない。訓練の実施は、机上を含め
その実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み
合わせながら実施することが適切である
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イ　感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を含
む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有す
る者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メン
バーの責任及び役割分担を明確にするとともに、感染対策担当者を決めておく
ことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応
じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時
期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個
人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。なお、感染対策委員会
は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして
差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス
事業者との連携等により行うことも差し支えない。

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合は、ロの
指針を整備することで、委員会を開催しないことも差し支えない。この場合に
あっては、指針の整備について、外部の感染管理等の専門家等と積極的に連
携することが望ましい。

ロ　感染症の予防及びまん延の防止のための指針

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、
平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる
感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の
把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等
の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時における
事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておく
ことも必要である。なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護
現場における感染対策の手引き」を参照されたい。

ハ　感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練

特定施設従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の
内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当
該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を
行うものとする。

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年
1回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが
望ましい。また、研修の実施内容についても記録することが必要である。
なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策
力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支
えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応につい
て、訓練（シミュレーション）を定期的（年1回以上）に行うことが必要である。訓
練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を
定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策
をした上でのケアの演習などを実施するものとする。
訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で
実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。
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以下「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について
（H17.2.22）より

指定訪問介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問介護員等の
勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要
事項を掲示しなければならない。

指定訪問介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定訪問
介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること
により、同項の規定による掲示に代えることができる。

重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はそ
の家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定訪問介護事業所内に備え付ける
ことで同条第１項の掲示に代えることができることを規定したものである。

社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福
祉施設等主管部局に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症
状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるな
どの措置を講ずること。
ア　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又
は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合
イ　同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が10名以上
又は全利用者の半数以上発生した場合
ウ　ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等
の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合

【運営に関する基準】　掲示

指定訪問介護事業者は、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務体制、事故
発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況
（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の
開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項
を指定訪問介護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したものである
が、次に掲げる点に留意する必要がある。

イ　事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用
申込者、利用者又はその家族に対して見やすい場所のことであること。

ロ　訪問介護員等の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人
数を掲示する趣旨であり、訪問介護員等の氏名まで掲示することを求めるもの
ではないこと。
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正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らして
はならない。

広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならな
い。

指定訪問介護事業者は、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、指定居宅
介護支援事業所の介護支援専門員又は居宅要介護被保険者に対して、利用
者に必要のないサービスを位置付けるよう求めることその他の不当な働きかけ
を行ってはならない。

訪問介護員等がサービス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利
用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情報を、介護支援専門員や
他のサービスの担当者と共有するためには、指定訪問介護事業者は、あらか
じめ、文書により利用者又はその家族から同意を得る必要があることを規定し
たものであるが、この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から
包括的な同意を得ておくことで足りるものである。

【運営に関する基準】　秘密保持等

【運営に関する基準】　広告

【運営に関する基準】　不当な働きかけの禁止

居宅介護支援事業者に対する利益供与に当たらない場合であっても、指定訪
問介護事業者が、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、介護支援専門員
又は被保険者に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求める
ことなどの不当な働きかけを行ってはならないこととしたものである。具体的に
は、例えば、指定訪問介護事業者と居宅介護支援事業者が同一法人等である
場合や同一の建物等に所在する場合において、当該利用者の状況を勘案する
ことなく、自らが提供する訪問介護サービスを居宅サービス計画に位置付ける
よう働きかけるような場合が該当する。

指定訪問介護事業者に対して、過去に当該指定訪問介護事業所の訪問介護
員等その他の従業者であった者が、その業務上知り得た利用者又はその家族
の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づけたものであり、
具体的には、指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介護事業所の訪問介護
員等その他の従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持
すべき旨を、従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを
おくなどの措置を講ずべきこととするものである。
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指定訪問介護事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用
者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品
その他の財産上の利益を供与してはならない。

居宅介護支援の公正中立性を確保するために、指定訪問介護事業者は、居宅
介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者による
サービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し
てはならないこととしたものである。

指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介護に係る利用者及びその家族
からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口
を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

指定訪問介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容
等を記録しなければならない。

「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該
事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかに
し、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対す
る措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等で
ある。

利用者及びその家族からの苦情に対し、指定訪問介護事業者が組織として迅
速かつ適切に対応するため、当該苦情（指定訪問介護事業者が提供したサー
ビスとは関係のないものを除く。）の受付日、その内容等を記録することを義務
づけたものである。

また、指定訪問介護事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要
な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向
けた取組を自ら行うべきである。

なお、居宅基準第39条第２項の規定に基づき、苦情の内容等の記録は、２年
間保存しなければならない。

【運営に関する基準】　居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

【運営に関する基準】　苦情処理

指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介護に関し、法第二十三条の規定
により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市
町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市
町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合に
おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。
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指定訪問介護事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の
内容を市町村に報告しなければならない。

指定訪問介護事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合
には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならな
い。

指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定訪問介
護に関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援
助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければな
らない。

介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市町村との密
接な連携に努めることを規定したものである。なお、「市町村が実施する事業」
には、介護サービス相談員派遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会
その他の非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれる

指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の建物
に居住する利用者に対して指定訪問介護を提供する場合には、当該建物に居
住する利用者以外の者に対しても指定訪問介護の提供を行うよう努めなけれ
ばならない。

指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介護に係る利用者からの苦情に関
して国民健康保険団体連合会（国民健康保健法（昭和三十三年法律第百九十
二号）第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同
じ。）が行う法第百七十六条第一項第三号の調査に協力するとともに、国民健
康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指
導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

【運営に関する基準】　地域との連携等

高齢者向け集合住宅等と同一の建物に所在する指定訪問介護事業所が当該
高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者に指定訪問介護を提供する場
合、当該高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者のみを対象としたサービ
ス提供が行われないよう、第９条の正当な理由がある場合を除き、地域包括ケ
ア推進の観点から地域の要介護者にもサービス提供を行うよう努めなければ
ならないことを定めたものである。

なお、こうした趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて、都道府県が条例等を定め
る場合や、市町村等の意見を踏まえて指定の際に条件を付す場合において、
例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上を当該集合住宅以外の利
用者とするよう努める、あるいはしなければならない等の規定を設けることは差
し支えないものである。この際、自立支援や重度化防止等につながるような
サービス提供がなされているか等、サービスの質が担保されているかが重要で
あることに留意すること。
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指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供により事故が
発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支
援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

指定訪問介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置につ
いて記録しなければならない。

指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供により賠償す
べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

利用者が安心して指定訪問介護の提供を受けられるよう、事故発生時の速や
かな対応を規定したものである。

【運営に関する基準】　事故発生時の対応

以下の点に留意するものとする。

①　利用者に対する指定訪問介護の提供により事故が発生した場合の対応方
法については、あらかじめ指定訪問介護事業者が定めておくことが望ましいこ
と。
②　指定訪問介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うた
め、損害賠償保険に加入しておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこ
と。
③　指定訪問介護事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生
を防ぐための対策を講じること。

市町村への報告対象について
○下記の事故については、原則として全て報告すること。
①死亡に至った事故
②医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治
療が必要となった事故

○その他の事故の報告については、各自治体の取扱いによるものとすること。

市町村への報告内容（様式）について
○介護保険施設等において市町村に事故報告を行う場合は、可能な限り別紙
様式を使用すること。※市町村への事故報告の提出は、電子メールによる提出
が望ましい。
○これまで市町村等で用いられている様式の使用及び別紙様式を改変しての
使用を妨げるものではないが、その場合であっても、将来的な事故報告の標準
化による情報蓄積と有効活用等の検討に資する観点から、別紙様式の項目を
含めること。

市町村への報告期限について
○第１報は、少なくとも別紙様式内の１から６の項目までについて可能な限り記
載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること。
○その後、状況の変化等必要に応じて、追加の報告を行い、事故の原因分析
や再発防止策等については、作成次第報告すること。
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なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条におい
て、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31日までの間は、努力義務と
されている。

虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なもの
であることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情
報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要であ
る。

【運営に関する基準】　（改）虐待の防止

指定訪問介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号
に掲げる措置を講じなければならない。
一　当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委
員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開
催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。
二　当該指定訪問介護事業所における虐待の防止のための指針を整備するこ
と。
三　当該指定訪問介護事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止の
ための研修を定期的に実施すること。
四　前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

虐待の未然防止
指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常
に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第１条の２の基本方針に位
置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促
す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業
の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。

虐待等の早期発見
指定居宅介護支援事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐
待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見でき
るよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）
がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係
る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。

虐待等への迅速かつ適切な対応
虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、
指定居宅介護支援事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町
村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。
以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場
合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。

「虐待防止検討委員会」は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が
発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であ
り、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担
を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の
専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。
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虐待防止検討委員会は、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深い
と認められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営する
こととして差し支えない。また、施設に実施が求められるものであるが、他の
サービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと
する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお
ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ
ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普
及・啓発するものであるとともに、当該指定特定施設における指針に基づき、虐
待の防止の徹底を行うものとする。

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定特定施設入居者生活
介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年1回
以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実
施することが重要である。

研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、施設
内での研修で差し支えない。

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することと
する。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の
再発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。

イ　虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること
ロ　虐待の防止のための指針の整備に関すること
ハ　虐待の防止のための職員研修の内容に関すること
ニ　虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること
ホ　従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切
に行われるための方法に関すること
ヘ　虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実
な防止策に関すること
ト　前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること

「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。

イ　施設における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ　虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項
ハ　虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ　虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ　虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ　成年後見制度の利用支援に関する事項
ト　虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ　入居者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ　その他虐待の防止の推進のために必要な事項

前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者
指定特定施設における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げ
る措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担
当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが
望ましい。
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指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに経理を区分するとともに、
指定訪問介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならな
い。

指定訪問介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備
しておかなければならない。

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従
業者が１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の
開催や研修を定期的にしなければならないのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／1

・虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との
連携を密にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的
に実施していただきたい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェック
機能が得られにくい環境にあることが考えられることから、積極的に外部機関
等を活用されたい。

・例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内
の複数事業所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、
関係機関等の協力を得て開催することが考えられる。

・研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所
や他委員会との合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、
複数の小規模事業所による外部講師を活用した合同開催等が考えられる。

【運営に関する基準】　会計の区分

【運営に関する基準】　記録の整備
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指定訪問介護事業者が同項各号に規定する記録を整備し、２年間保存しなけ
ればならないこととしたものである。

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解
除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により一連のサービ
ス提供が終了した日を指すものとする。

＜指定基準の記録の整備の規定について＞
指定基準の記録の整備の規定における「その完結の日」の解釈が示された
が、指定権者が独自に規定を定めている場合の取扱い如何。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／2
指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に基づいて規定を定めていた
だきたい。なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、当該規定に従っ
ていれば、指定基準違反になるものではない。

指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供に関する次の
各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな
い。
一　訪問介護計画
二　第十九条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録
三　第二十六条に規定する市町村への通知に係る記録
四　第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録
五　第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置に
ついての記録

【雑則】電磁的記録等

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、作
成、保存その他これらに類するもののうち、この省令の規定において書面（書
面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚
によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以
下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第
七条（第三十条において準用する場合を含む。）及び第十三条第二十四号（第
三十条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）に
ついては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方
式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で
あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこと
ができる。
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利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者
等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されてい
る又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類する
ものをいう。）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁
的方法によることができることとしたものである。

①　電磁的方法による交付は、基準第４条第２項から第８項までの規定に準じ
た方法によること。
②　電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意
思表示をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年
６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。
③　電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確に
する観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用す
ることが望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・
法務省・経済産業省）」を参考にすること。
④　その他、基準第31条第２項において電磁的方法によることができるとされ
ているものは、①から③までに準じた方法によること。ただし、基準又はこの通
知の規定により電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこ
と。
⑤　また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医
療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及
び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守
すること。

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者（以下「事
業者等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等は、
この省令で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を
次に掲げる電磁的記録により行うことができることとしたものである。

①　電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられ
たファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によるこ
と。
②　電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。
ア　作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられた
ファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法
イ　書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記
録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス
ク等をもって調製するファイルにより保存する方法
③　その他、基準第31条第１項において電磁的記録により行うことができるとさ
れているものは、①及び②に準じた方法によること。
④　また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン
ス」及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を
遵守すること。

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者は、交
付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のう
ち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定される
ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的
方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができな
い方法をいう。）によることができる。
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その他

＜生活援助の時間区分の見直し＞

生活援助における「買い物」サービスについて、利用者宅に訪問するための移
動中に商品を購入することは可能か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／10

訪問介護においては、居宅において提供されるサービスとして位置付けられて
おり、生活援助における「買い物」サービスを行う場合、訪問介護員等は利用
者の自宅に立ち寄ってから、購入すべき食品又は日用品等を利用者に確認
し、店舗に向かうこととしてきたが、前回訪問時あるいは事前の電話等により利
用者から購入すべき商品を確認した上で、事業所等から店舗に向い、商品を購
入後、利用者の居宅に向かうことができるものとする。
なお、この場合の訪問介護の所要時間については、店舗での買い物に要する
標準的な時間及び利用者の居宅における訪問介護に要する標準的な時間を
合算したものとすること。

＜要介護者等以外の自費負担によるサービス利用＞

要介護者又は要支援者(以下「要介護者等」という。）以外の者が介護保険サー
ビスを全額自己負担することによって利用することが可能か。(居宅サービスの
場合）
12.1.21 事務連絡 要介護者等以外の自費負担によるサービスの利用について
／2

　指定居宅サービス事業者がサービスを提供するにあたっては、当然ながら要
介護者等に対するサービス提供を優先する必要がある。しかしながら、介護保
険の運営基準を遵守した上で、なお余力がある場合においては、指定居宅
サービスの提供に支障がない範囲で、要介護者等以外の者に対するサービス
提供を行うことは可能である。
　ただし、この場合において、要介護者等以外に対するサービスの提供により、
指定居宅サービスの提供に支障があると考えられる場合には、運営基準違反
となることに留意されたい。また、例えば、通所系サービスにおいて、要介護者
等に加えて、要介護者等以外の者に対しても併せてサービス提供を行うような
場合には、人員配置等において、要介護者等に対するサービスの水準を確保
することは当然に必要である。
　なお、短期入所系サービスの提供の場合は、施設サービスと同様の考え方
から、原則として認められないものであるが、例外的に認められるものとして
は、以下のような場合が考えられる。
1　自立者等の生活支援・介護予防という観点から、市町村が生活管理指導短
期宿泊事業を行う場合
2　身体障害者に対する短期入所系サービスとの相互利用が認められる場合
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院内介助については、基本的には院内のスタッフにより対応されるべきもので
あるが、場合により算定対象となる

①適切なケアマネジメントを行った上で、②院内スタッフ等による対応が難しく、
③利用者が介助を必要とする心身の状態であることを要件としているところが
多く見られ

＜乗合形式による通院・外出介助＞

いわゆる介護タクシーが要介護者に対して通院・外出介助を行う場合に、運転
手兼訪問介護員が数人の要介護者宅を回り、「相乗り」をさせて病院等へ移送
し、介助を行うことは可能か。
13.3.28 事務連絡 介護保険最新情報vol.106 運営基準等に係るＱ＆Ａ ／Ⅵの
７

訪問介護サービスは、介護保険法上「居宅において」行うこととされていること
からも明らかなように、利用者の居宅で、訪問介護員が利用者に対して1対1で
提供するサービスであり、通所介護や施設サービスなどのように複数の利用者
に対して集団的なサービス提供を行うものではない。
質問のような形態は、乗車・降車場面では利用者と訪問介護員とが1対1となっ
ているようではあっても、運転中も含めた一連のサービス行為の中では集団的
なサービス提供が行われているものであり、このようなサービスの一部のみを
捉えて、訪問介護サービスに該当するものとはいえない。
※通院等乗降介助の相乗りについては、老企36号により「乗降時に1人の利用
者に対して1対１で行う場合には、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービ
ス提供の観点から移送時間を極小化すること。」とされている。

【利用者が介助を必要とする心身の状態である場合の例】
・　院内の移動に介助が必要な場合
・　認知症その他のため、見守りが必要な場合
・　排せつ介助を必要とする場合　等

適切な訪問介護サービス等の提供について（事務連絡平成21年７月24日）

１　保険者にあっては、利用者にとって真に適切な介護保険サービスが提供さ
れるよう、行為の内容のみで一律機械的に保険給付の支給の可否を判断する
ことなく、必要に応じて介護支援専門員等からの情報を得るなどし、個々の利
用者の状況等に応じた判断をされたいこと。

２　例えば、「訪問介護員等の散歩の同行」は、自立支援、日常生活動作向上
の観点から、安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うものであって、利用
者の自立支援に資する（例えば、ケアプランにおける長期目標又は短期目標等
に示された目標を達成するために必要な行為である）ものとしてケアプランに位
置づけられるような場合については、老計10号別紙「１　身体介護」の「１―６
自立生活支援のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ向上の観点から安全を
確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等）」に該当するものと考えられる
ことから、保険者が個々の利用者の状況等に応じ必要と認める場合において、
訪問介護費の支給対象となりうるものであること。
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医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈
について

病状が不安定であること等により専門的な管理が必要な場合には、医行為で
あるとされる場合もあり得る。

介護サービス事業者等はサービス担当者会議の開催時等に、必要に応じて、
医師、歯科医師又は看護職員に対して、そうした専門的な管理が必要な状態
であるかどうか確認することが考えられる。

医療機関以外の高齢者介護・障害者介護の現場等において判断に疑義が生じ
ることの多い行為であって原則として医行為ではないと考えられるものを別紙
の通り列挙した

・水銀体温計・電子体温計により腋下で体温を計測すること、及び耳式電子体
温計により外耳道で体温を測定すること
・自動血圧測定器により血圧を測定すること
・新生児以外の者であって入院治療の必要がないものに対して、動脈血酸素
飽和度を測定するため、パルスオキシメータを装着すること
・軽微な切り傷、擦り傷、やけど等について、専門的な判断や技術を必要としな
い処置をすること（汚物で汚れたガーゼの交換を含む。）

①　患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること
②　副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連続
的な容態の経過観察が必要である場合ではないこと
③　内用薬については誤嚥の可能性、坐薬については肛門からの出血の可能
性など、当該医薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が必要な場
合ではないこと
→上記３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看護職員が確認し、こ
れらの免許を有しない者による医薬品の使用の介助ができることを本人又は
家族に伝えている場合に、事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医
師の処方を受け、あらかじめ薬袋等により患者ごとに区分し授与された医薬品
について、医師又は歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員
の保健指導・助言を遵守した医薬品の使用を介助すること。
→具体的には、皮膚への軟膏の塗布（褥瘡の処置を除く。）、皮膚への湿布の
貼付、点眼薬の点眼、一包化された内用薬の内服（舌下錠の使用も含む。）、
肛門からの坐薬挿入又は鼻腔粘膜への薬剤噴霧を介助すること。

・爪そのものに異常がなく、爪の周囲の皮膚にも化膿や炎症がなく、かつ、糖尿
病等の疾患に伴う専門的な管理が必要でない場合に、その爪を爪切りで切る
こと及び爪ヤスリでやすりがけすること
・重度の歯周病等がない場合の日常的な口腔内の刷掃・清拭において、歯ブラ
シや綿棒又は巻き綿子などを用いて、歯、口腔粘膜、舌に付着している汚れを
取り除き、清潔にすること
・耳垢を除去すること（耳垢塞栓の除去を除く。）
・ストマ装具のパウチにたまった排泄物を捨てること（ストーマ及びその周辺の
状態が安定している場合等、専門的な管理が必要とされない時には、その剥
離による傷害等のおそれは極めて低いことから、当該ストーマ装具の交換は原
則として医行為には該当しない、日本オストミー協会による照会）
・自己導尿を補助するため、カテーテルの準備、体位の保持などを行うこと
・市販のディスポーザブルグリセリン浣腸器（※）を用いて浣腸すること
※挿入部の長さが５から６センチメートル程度以内、グリセリン濃度50％、成人
用の場合で40グラム程度以下、６歳から12歳未満の小児用の場合で20グラム
程度以下、１歳から６歳未満の幼児用の場合で10グラム程度以下の容量のも
の
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病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、医師、歯科医師又は看護職員
に連絡を行う等の必要な措置を速やかに講じる必要がある。

測定された数値を基に投薬の要否など医学的な判断を行うことは医行為であ
り、事前に示された数値の範囲外の異常値が測定された場合には医師、歯科
医師又は看護職員に報告するべきものである。

業として行う場合には実施者に対して一定の研修や訓練が行われることが望
ましいことは当然であり、介護サービス等の場で就労する者の研修の必要性を
否定するものではない。

介護サービスの事業者等は、事業遂行上、安全にこれらの行為が行われるよ
う監督することが求められる。

看護職員による実施計画が立てられている場合は、具体的な手技や方法をそ
の計画に基づいて行うとともに、その結果について報告、相談することにより密
接な連携を図るべきである。

医薬品の使用の介助が福祉施設等において行われる場合には、看護職員に
よって実施されることが望ましく、また、その配置がある場合には、その指導の
下で実施されるべきである。

切り傷、擦り傷、やけど等に対する応急手当を行うことを否定するものではな
い。

＜共生型サービスの指定について＞

平成30年４月から、共生型サービス事業所の指定が可能となるが、指定の際
は、現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として指定するの
か。それとも、新しいサービス類型として、「共生型訪問介護」、「共生型通所介
護」、「共生型短期入所生活介護」として指定が必要となるのか。それとも「みな
し指定」されるのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／44

・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイ
サービス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所
が、もう一方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、あくまでも
「居宅サービスの指定の特例」を設けたものであるため、従前通り「訪問介
護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として、事業所の指定申請に基づき自
治体が指定する。
・なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が
行うこととなるが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続
について可能な限り簡素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定
申請の際に既に提出した事項については、申請書の記載又は書類の提出を省
略できることとしているので、別添を参照されたい。
（＊）定員18人以下の指定生活介護事業所等は、（共生型）地域密着型通所介
護事業所として指定を受けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるた
め、申請書又は書類の提出は、生活介護事業所等の指定申請の際に既に都
道府県に提出した申請書又は書類の写しを提出することにより行わせることが
できることとしている。
※指定障害福祉サービス事業所が、（「共生型サービスの指定の特例」を受け
ることなく、通常の）介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合につい
ても同様の取扱いとする。
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＜共生型サービスの指定について＞
共生型サービス事業所の指定を行う際、指定通知書等に明確に「共生型」と区
分する必要があるのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／46

不要である。

＜共生型サービスの指定について＞
改正後の介護保険法第72条の２第１項ただし書に規定されている共生型居宅
サービス事業者の特例に係る「別段の申出」とは具体的にどのような場合に行
われることを想定しているのか。
（１）例えば、障害福祉制度の生活介護の指定を受けている事業者が、指定申
請を行う場合、
①「別段の申出」をしなければ、共生型の通所介護の基準に基づき指定を受け
ることができる
②「別段の申出」をすれば、通常の通所介護の基準に基づき指定を受けること
になるということか。
（２）介護報酬については、
上記①の場合、基本報酬は所定単位数に93／100 を乗じた単位数
上記②の場合、基本報酬は所定単位数（通常の通所介護と同じ）
ということか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／45

【（１）について】
・貴見のとおりである。
・共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイ
サービス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所
が、もう一方の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、「（共生型）
居宅サービスの指定の特例」を設けたもの。
・（１）の場合、指定障害福祉事業所が介護保険サービスを行うことになるが、
①指定障害福祉事業所が、介護保険サービスの基準を満たせない場合
②指定障害福祉事業所が、（「（共生型）居宅サービスの指定の特例」を受ける
ことなく）介護保険サービスの基準を満たす場合（※現在も事実上の共生型
サービスとして運営可能）があるため、②の場合に「別段の申出」を必要として
いるもの。
・なお、「別段の申出」については、以下の事項を記載した申請書を、当該申出
に係る事業所の所在地の指定権者に対して行う。
ア 当該申出に係る事業所の名称及び所在地並びに申請者及び事業者の管理
者の氏名及び住所
イ 当該申出に係る居宅サービスの種類
ウ 法第72条の２第１項等に規定する特例による指定を不要とする旨
【（２）について】
・貴見のとおりである。
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